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出席者 
平原副市長、小林副市長、城副市長、林副市長、技監、政策局長、総務局長、財
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議 題 
１ 海外事務所を活用したインド・ASEAN地域からの海外活力の取り込みについ

て【国際局】 
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【論点】 

・本市の海外事務所の１つであるムンバイ事務所について、より ASEAN地域

での活動を活発化することを目的とし、インド・ムンバイからタイ・バン

コクへ移転する。 

 

 

【説明要旨】 

○海外事務所の機能 

・本市は米州、欧州、中国、インド・ASEAN地域に４つの海外事務所があり、市

内中小企業の海外展開支援、海外企業の誘致、国際交流の促進などを行ってい

る。 

○海外事務所の活動と実績 

・市内中小企業や横浜市の PR として、海外の展示会や店舗等において横浜ブー

スの出展やセミナーの開催等を行っている。 

・現地の会議やイベントで SDGs推進等を PRし、世界における横浜市のプレゼン

スの向上を図っている。 

・コロナ禍では現地政府と協力し、医療関係物資の調達を行い、市内の医療機関

へ配布した。 

・ムンバイ事務所では H27 年度から R2 年度までで企業誘致４件という実績を上

げている。 

○インド・ASEAN地域の成長性 

・ＧＤＰ成長率、生産年齢人口割合は近年、世界水準を上回る値を維持している。 

・市場規模において、2026年には日本の 1.35倍の規模まで成長することが見込

まれている。 

○企業支援 

・市場規模や成長性に加え、多くの市内企業が進出しているインド・ASEAN地域 

において、市内企業のグローバル展開を支援することは、今後の市内経済の活 

性化を図る上で重要である。 

・企業支援については、主に Y-PORT 事業、市内企業の現地進出・活動支援、人

材の受け入れを推進していく。 

○拠点の移転 

・移転先は「国際機関が集積し、最新動向の効率的な入手が可能」、「市内中小企



業が多数進出している」、「他国へのアクセスの良さ」を選定理由として、タイ・

バンコクを拠点とすることを検討している。 

 

【主な意見等】 

・本市の将来を考える上で、海外活力の取り込みは必須であるため、海外事務所

の活動が本市経済の活性化やプレゼンスの向上に資するよう、関係局と密接に

連携して進めること。併せて、市内経済に与える具体的な成果が説明できるよ

うに取り組むこと。 

・本格的な歳出改革に取り組む中で、４事務所設置にとらわれず、本市として海

外事務所のあり方についても整理する必要がある。 

・これまでの海外事務所の活動実績と本市への貢献度、配置・運営体制の課題を

総括したうえで、アジア事務所を含めた海外事務所の効果を高めるため、明確

な評価指標を設定し、定期的な効果検証を行うとともに、財政負担の少ない効

率的な管理運営手法とすること。 

・ムンバイ事務所の設置の効果を可視化・検証すること。 

・担当制やリモート・出張の活用などの執行体制や、事務所の設置・運営方法に

ついても検討すること。職員人件費も含めた歳出改革に取り組む中、直営以外

の体制検討が必要であり、代理店契約や委託等の手法も検討すべきである。 

・効率的に運営し、成果を出すことが求められており、市民や経済界に対して経

済効果を分かりやすく示すことが重要である。 

・外国人材の受入れについては、仕事面だけでなく生活面のケアも重要である。 

 

【結論】 

主な意見を踏まえつつ、局案の方向性について了承。 

  


